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住宅ローン控除の適用期限延長
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令和４年度税制改正において、住宅の取得等で一定の要件を満
たす場合、住宅ローン控除の適用期限が延長され令和７年12月ま
でに入居すれば要件に応じて13年間もしくは10年間の住宅ロー
ン控除の適用を受けられるようになりました。
未成年者の年齢要件変更
民法の成年年齢の引き下げに伴い、令和５年度から非課税の未
成年者の年齢要件も、賦課期日時点（１月１日）において20歳未満
から18歳未満に引き下げられました。
市民税県民税均等割の税率の改正
令和6年度から「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体

が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税
の臨時特例に関する法律」による市民税県民税均等割の加算がな
くなり、市民税が3,000円、県民税が1,500円となります。また、国
内に住所のある個人に対して新たに森林環境税が課税され、市町
村において、個人住民税均等割と併せて１人年額1,000円の国税
が徴収されます。


